
1．は じ め に

1. 1 ツール開発の目的

地方自治体において長期的な視点から持続可能な社

会の構築を目指すとき，様々な定量的情報が必要とな

る。例えば温室効果ガス排出量の削減を環境面の目標

とした場合，将来の排出量や必要な対策を推計するに

は，人口，GDP，産業構造，交通需要量などの社会

の各側面の活動水準 (これを「社会経済指標」と呼

ぶ) についてもその値が必要である。そこで本研究で

は，そのような社会経済指標と環境負荷の排出量，そ

して必要な対策を整合的に推計する定量推計ツールを

開発した。

1. 2 モデリングの方針

ツール開発におけるモデリングの方針として，バッ

クキャスティングの手法に従った。バックキャスティ

ングとは，Robinson1)によれば，「特定の目標地点か

ら現在に向かって逆算する」ことであり，それは「そ

の将来の物理的な実現可能性と，そこへ到達するため

にどのような政策が必要になるかを究明するため」で

ある。これを前半の「目標地点」の描写と，後半の

「逆算」，すなわち目標地点へ「到達する」道筋の探索

とに分けることが出来る。モデリングの視点からは，

目標地点の描写において必要なモデルは静学モデルで

ある。そのモデルは現状や過去の傾向に必ずしも縛ら

れず，様々な社会経済の状況を柔軟に，しかし内部的

には整合的に，描写するものでなければならない。一

方で，後半の道筋の探索に必要なのは動学モデルであ

る。そのモデルは時間軸上の推移を表現する。そのと

き時系列の両端，すなわち開始期=現状と，最終

期=目標地点とは固定されており，その間をつなぐ推

移を推計するものとなる。

前半の段階「目標地点の描写」を行うための定量推

計ツールとして“Extended Snapshot Tool (ExSS)”

を，後半の ｢道筋の探索｣のためのツールとしてBack-

casting Tool (BCT) をそれぞれ開発した。以下，それ

ぞれのツールを紹介する。

2．Extended Snapshot Toolの開発

2. 1 ExSSの概要

ExSS の目的は目標像としての低炭素社会像を定量

的に描写することである。社会経済指標，エネルギー

需要量，エネルギー利用技術，そして二酸化炭素排出

量などが含まれる。社会経済指標には人口，GDP，

産業別生産額，交通需要量，建築物ストックなどが含

まれる。ExSS は将来の社会経済状況の想定に基づい

て，これらの指標の整合的な値を推計する。その社会

経済の状況のもと，所与の排出量目標を達成するため

の低炭素対策を同定する。Fig. 1に ExSS の構造を示

す。ここでは環境負荷として化石燃料の消費に由来す

る二酸化炭素を示しているが，適当な推計式を追加す

ることにより，他の温室効果ガス，環境負荷にも容易

に拡張可能である。滋賀県における適用例では水質汚

濁負荷，京都市における適用例では廃棄物処理に由来
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する二酸化炭素排出量に拡張してそれぞれ適用されて

いる。

ExSS は勘定表型 (accounting type) の静学モデルであ

り，連立方程式体系として記述されている。与えられ

た外生変数のもとで，ある一年間における地域内の各

部門の活動の状況とエネルギー需給を整合的に推計す

る。

2. 2 計算体系

外生の最終需要 (移出・輸出，固定資本形成，政府

消費支出) と，民間消費支出 (内生) から，産業連関

分析によって各産業の生産額を推計する。生産額と労

働生産性から労働需要 (就業者数) が推計される。就

業者数を就業率で除し，域外との通勤関係を考慮する

と域内の人口が求まる。人口と税・社会保障，そして

生産額の一部である賃金から所得が推計され，所得に

消費パターン (平均消費性向と消費支出の財別割合)

を乗じると民間消費支出が求まる。これが産業連関分

析に渡され，産業と人口の部分のモデルが閉じられる。

一方，人口からは旅客輸送需要が，第二次産業の生

産額からは貨物輸送需要が求められる。人口を平均世

帯人員で除して世帯数を，第三次産業の生産額から業

務建築物の床面積を推計する。これらの指標を各部門

の ｢活動量｣とし，エネルギー関連の外生変数を乗じる

ことで最終エネルギー需要量を推計する。最終エネル

ギー需要量のうち，電力の需要は大規模発電と分散発

電に分けられる。それぞれに需要を満たすのに必要な

発電量から，発電に投入されるエネルギーの需要量が

求められる。このエネルギー需要量と，電力以外の最

終エネルギー需要量から，化石燃料の消費に由来する

二酸化炭素排出量を推計，これから固定 (吸収) 量を

差し引いて，対象地域の二酸化炭素排出量を推計する。

2. 3 外生変数の設定

(2) 社会経済指標関連の外生変数

将来の対象地域の社会・経済状況について，様々な

想定がありえる。ExSS による将来推計では外生変数

の値を設定することによってその想定を反映する。
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Fig. 1 定量推計ツールExSS の構造。主な内生変数と外生変数，それらの関係を示した。実践の矢印は推計される変数を，点線の矢印は外
生変数の入力を示す。CPGは大規模発電 (central power generation)，DPGは分散発電 (dispersed power generation) を指す。



Table 1に主な外生変数と対応する社会経済の想定を

示す。これらの変数を設定することにより，人口構成，

経済成長の程度，産業構造，交通需要に関する様々な

想定を行うことができる。これを ExSS に入力し各指

標の値を推計することで，各分野の想定を反映しつつ，

相互に整合的な社会経済指標の値を推計することが出

来る。

(2) 環境対策関連の外生変数

環境目標を達成するために必要な対策の導入は，各

対策が関連する外生変数を設定することによって行う。

Table 2に化石燃料由来の二酸化炭素排出量を削減す

るための対策と，対応する外生変数を示す。

2. 4 統合プラットホームとしての ExSS

基準年から目標年までの動学的な変化の過程は，モ

デル構造には含まれない。このような構造としたのは，

バックキャスティングの第一段階として低炭素社会を

「デザインする」ためである。ただし，入力する外生

変数を他の動学的モデルを用いて推計することは可能

である。たとえば移出・輸出，固定資本形成，政府消

費支出を計量経済モデルによって推計する，人口構造

を人口モデルによって推計する，コンパクトシティの

形成を土地利用モデルで描写し平均輸送距離を推計す

る，などである。この場合，ExSS は様々な要素モデ

ルをつなぐ統合プラットホームとして機能する。

3．Backcasting Toolの開発

3. 1 BCTの概要

BCT は ExSS で推計・同定した環境目標を目標年

までに達成するための行程表を構築する定量ツールで

ある。目標年に必要な対策，対策間の関係，各対策が

要する投入資源，毎年の投入資源の上限などを与える

と，各対策のスケジュール，毎年の投入資源，毎年の

排出削減量などを推計する。混合整数計画法として定

式化されており，GAMSプログラムで記述されてい

る。

3. 2 対策に関連する概念の整理

BCT における用語を説明する。まず「対策」とは，

直接または間接に GHG 排出量を削減する個別の行動

である。そのうち直接に GHG 排出量を削減するもの

を「直接対策」，他の対策への影響を通じて間接的に

GHG 排出量を削減するものを「間接対策」と呼ぶ。

各対策にはその実施主体があり，それは行政，住民，

事業者のいずれかである。

対策の実施の進捗度合いは「効果」によって表現さ

れる。それぞれの対策を実行したときの直接的な「効

果」の程度は，その対策及びその対策の効果発揮に関

連する対策 (関連対策) が目標水準に達したときの水

準を 1とし，0〜1 の間の数値で表す。対策はある年に

「開始」し，効果持続及び効果増大に必要となる「資

源」の投入によって効果を持続あるいは増加させる。

ここでいう資源とは人的資源と直接費用の双方を指す。

最終年には全ての対策の効果は 1になる。相対量では

なく物理的次元を持った対策の効果量は対策によって

異なる。目標年における効果が 1の時の物理的次元を

持った対策の効果量は ExSS を使用し求める。対策実

施により，GHG 削減以外の効果が得られることがあ

る。これを「総合効果」(GHG 削減効果を除く) と呼

ぶ。例えば，｢歩道の拡幅｣ という対策には，GHG排出

量を削減する以外に，交通環境の改善としての効果が

ある。

ある対策の効果を発揮させるためには，他の対策の

実施が必要な場合がある。その関連の仕方には二種類
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生活様式
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旅客輸送
トリップ発生原単位
輸送機関分担率
平均輸送距離

金額あたりの製品重量
社会基盤整備
都市構造

貨物輸送
貨物発生原単位
輸送機関分担率
平均輸送距離

関連する想定主な外生変数

Table 1 社会経済の外生変数と関連する想定

モーダルシフト (自動車から
鉄道・バスへの転換)

輸送機関分担率，平均輸送距離コンパクトシティ

エネルギーエンドユース機器
シェア

バイオ自動車燃料の利用

エネルギーサービス需要原単位省エネルギー行動

CO2固定森林管理

エネルギーエンドユース機器
シェア

高エネルギー効率機器の導入

外生変数対策

Table 2 対策と対応する外生変数

エネルギーサービス需要原単位建築物の断熱性能の改善

発電量 (分散発電)家庭・事業所における太陽光発電

輸送機関分担率



ある。一つ目は「必要先行対策」である。ある対策

Aの効果を発揮させるためには他の対策 (例えば対

策 B) が完了しその効果が 1に達していることが必要

な場合がある。このとき対策 B を対策 Aの「必要先

行対策」と呼ぶ。例えば「交通計画の策定」は「交通

計画の実施」の必要先行対策である。二つ目は「必要

並行対策」である。ある対策 C の効果拡大には，他

の対策 (対策 D) の効果を拡大させることが必要な

とき，対策 D を対策 C の「必要並行対策」と称する

ことにする。例えば「太陽光発電への補助金の給付」

は，「太陽光発電の導入」の必要並行対策である。こ

れらを，影響を受ける対策の「関連対策」と呼ぶ。

3. 3 BCTの計算体系

Fig. 2に BCT の計算体系の概念を示す。上述の通

り，BCT は混合整数計画法として記述されている。

その制約条件は次のとおりである。①全ての対策の効

果は最終年 (目標年) に 1 にならなければならない。

②対策の効果を拡大するには所与の資源が必要である。

③前年までに拡大した対策の効果を維持するためには

所与の資源が必要である。④ある年に投入する資源は

所与の上限を超えてはいけない。⑤所与の開始可能年

以前に対策を開始することは出来ない。⑥必要先行施

策がある場合，必要先行施策の効果が 1になるまで効

果を拡大できない。⑦必要並行施策がある場合，同年

の必要並行施策の効果よりも効果を拡大することは出

来ない。⑧対策の効果に比例して総合効果が発揮され

る。

目的関数は総合効果と維持に必要な資源の差を最大

化するよう定式化されている。総合効果を大きくする

ためには，より総合効果の大きな対策から先に可能な

限り早い時期に全ての対策を実施する。一方で維持に

必要な資源を最小化するには，なるべく対策の実施を

遅らせる。これら両面を勘案することによって対策の

実施順序を決定することが出来る。

BCT の出力は対策別の開始年，効果の拡大過程，

完了年，毎年の投入資源と排出削減量である。これは

ExSS を利用して求めた目標年において必要な対策を

実行するための行動スケジュールを示している。

4．ま と め

本研究では地方自治体における持続可能な社会構築

のための長期的な行動を支援するための定量推計ツー

ルとして，ExSS と BCTを開発した。これらのツール

を利用することにより，長期的な計画に定量的な根拠

を与えることが出来るだろう。また計画の策定段階の

議論においてこれらのツールを利用し，関係者の意見

を反映させながら再計算を繰り返すことで，その地域

において最も望ましい目標像と行程表を構築すること

が出来るものと考える。
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Fig. 2 Backcasting Tool の構造


